
２．航空産業の当面の課題



○ ＵＳエアウェイズ（米国７位）
・H14.8.12 連邦破産法第11章の適用を申請。
・H15.3.31 再建計画が承認され、破産法保護から脱却。

○ ユナイテッド航空（米国２位）
・H14.12.9 連邦破産法第11章の適用を申請。
・H15.3.28 再建計画の提出期限を10月まで延長（運航

は継続中）。

○ ハワイアン航空（米国12位）
・H15.3.21 連邦破産法第11章の適用を申請。

※ 連邦破産法第11章
　　･･･裁判所に認可された再建計画の実施により、利益適合原則（破産させた場合

よりも多額の回収を行うこと）の実現を目指す。

格付けの推移

　　　我が国航空会社（JAL、ANA、JASへの影響）

○3社合計で約1700億円の減収
（H13連結決算ベース。Ｈ12年度営業収入の4.9%に相当）
○航空保険料値上げにより3社合計で約200億円の費用増
　　　（H12年度営業収入の0.6％に相当）

Ｈ１３　米国テロ

Ｈ１５　イラク戦争、ＳＡＲＳの影響

Ｈ１５．３下旬　イラク戦争勃発
Ｈ１５．４上旬　ＳＡＲＳ対策としてＷＨＯが香港、広東省（中国）
　　　　　　　　　への渡航延期勧告を発表
　・減便、期間運休及び機材の小型化等の見直し。
　・旅客数：4～6月は約4～5割減、7月は約3割減
　・２社合計で約2000億円の減収(15年度見込み)
　･便数：4～5月で最大2割程度、6月には約3割、

７月には約2割の減便　　　（ＪＡＬ，ＡＮＡ合計）

航空会社の対応 政府の対応

９１１テロ以降の国際線旅客数の推移 米国航空企業の経営破綻

利用者利便を向上しつつ、事業運営の
効率化
統合効果（６５０億円）
　・コスト削減(統合による重複解消等)
　・人員効率化：▲3,600名　等を実施

JAL・JAS統合　(フェーズⅠ　H14.10)

全日空グループ経営計画　(H15～H17)

・事業構造改革
　路線再編、機材の中小型化等で、　　

▲100億円
・人件費構造改革
　人員削減(▲1200名)、退職金・年金・給与

の見直し等で▲200億円
→３年間で300億円削減

※ 2000年度同月との対比

→ 2003年度→ 2002年度→ 2001年度
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※ 日本：航空輸送統計年報、米国：The Air Transport Association より作成
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総合的に優れているが債務履行の確
実性に変動幅があり、もしくは長期的
なリスクに影響を及ぼす要因がある。

極めて優れている。

債務履行の確実性はあるが、将来に
おいて債権の安全性を低下させる要
因が出現する可能性がある。

債務履行の確実性は認められるが、
長期的には特定要素に確実性が低い
か信頼性の低い性質のものがある。

投機的な要素を含むと判断された債
権。将来の安全性に不確実性がある。

長期的には債務履行・契約条項遵守
の確実性が低い。

Ｍｏｏｄｙ’ｓ

JL NH

JL
NH

JD

JL JL
JL

NH NH
JL NH

JL NH

JD
JD JD JD

97年 98年 99年 00年 01年 02年 03年

８/１３
引き下げ

１．国際線の発着ルール（使用率
８０％未満の発着枠を回収・再
配分)の柔軟な運用

２．航空機へのテロ等による第三
者賠償について政府保証

３．日本政策投資銀行による緊急
融資

セーフティネット策

航空事業経営基盤強化総合
対策プログラム(後掲)

航空保安対策の強化(後掲)

テロ、イラク戦争、ＳＡＲＳによる航空産業への影響18



航空産業は固定費の割合が高い。

費用 収入

変動費

４０％

100

70

28

収入＝70で収支トントン

損益分岐点利用率＝70％

収入＝28以上で限界利益発生

変動費をカバーする利用率＝28％

航空産業の収支イメージ航空産業の収支イメージ

急激な需要の変動に対して生産調整(便数の増減)が行いにくい。

固定費の内訳

人件費

航空機賃借費

減価償却費

整備費

付帯事業費

その他
航空機以外の賃借料、

広告宣伝費、保険料　等

【平成15年度第１四半期】

提供座席キロ
（国際線）

需要旅客キロ
（国際線）

生産調整等による回復までに時間がかかる。

参考）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
営業損益

JALグループ

196億座席キロ

104億人キロ (▲38.9％)

(▲18.1％)

ANAグループ

59億座席キロ

32億人キロ

(▲10.3％)

(▲29.1％)

▲728億円 ▲286億円

※各社決算資料による。営業損益は航空運送事業に限る。
※括弧内は対前年同期比。

航空産業の収支構造と需要変動への対応力19

主に航空機を
保有することに
より生じるコスト

※ 説明のために簡略したものであり、実際とは異なる。

参考）

　一般的な固定費の割合 全産業平均 ＝ ２８％
非製造業平均 ＝ ２４％

平均利用率

固定費

６０％



　
我が国経済社会の活性化・国際競争力の向上のための戦略的基盤である航空事業の経営基盤
の強化を図るため 、以下の総合対策を実施。

航空事業経営基盤強化総合対策プログラム

◇固定資産税の軽減等税制の戦略的見直し
◇空港における着陸料の軽減
◇サービス向上、コスト削減につながる規制
　の見直し
◇航空保安対策における国の取組みの強化
　等

事業環境の整備

・日本政策投資銀行による緊急融資の実施　等

イラク戦争、ＳＡＲＳ対応セーフティーネット

総合的対策
の実施

国際交流の拡大、観光立国の推進

都市の再生地域間交流の拡大、地域の活性化

我が国の経済社会の活性化・国際競争力の向上

航空事業の経営基盤の強化

◇「観光立国行動計画」に基づくビジットジャパ

　ン・キャンペーンの強力な推進
◇利用者本位の質の高い航空サービスの実現
　・羽田空港再拡張事業の早期完成
　・関空連絡橋通行料金に関する社会実験等

航空需要の喚起

◇イラク戦争、ＳＡＲＳを受けた緊急収支改善（生産調整、人件費削減等）
◇中期的コスト構造改革（人件費削減、機種統合等）の着実な推進

航空会社に対するコスト構造改革の指導
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・航空会社等による空港警戒態勢を最も厳しい
　フェーズＥ（＝非常態勢）に強化するととも
　に、空港管理者による空港警備を強化
　（平成１３年９月１１日以降）

・イラク戦争に伴いフェーズＥ及び空港警備の
　強化を再徹底（平成１５年３月～）
　　　　　　　　　　　　　　　　　等

空港における安全対策の強化

・航空会社の行う保安検査業務に要する費用の
　半額を負担（平成15、16年度予算約40億円）
・インライン検査システム(従来の平面透視の
　Ｘ線検査ではなく、立体透視型Ｘ線検査、
　爆発物検査を一元的に行う受託手荷物検査
　システム)の導入(平成16年度予算　22億円)
・フェーズＥに対応した保安体制強化(平成16
　年度予算　22億円)　　　　　　　　　　等

予算上の支援措置

機内での保安対策の強化

モニター
ルーム

爆発物検査装置

空港危機管理情報
ｼｽﾃﾑと接続

新型X線装置

　　　 インライン検査システムの導入

総合的な
取組みの実施

・航空機の客室側から、操縦室への侵入を
防止すべく、強化型操縦室扉の装着を実
施中（平成１５年１０月までに全機措置予定）　等

強化型操縦室扉

航空保安対策の強化21

防弾性の機能
を付加 銃弾はドアを

貫通しない
耐衝撃性が
大幅に向上



　　

　

空港アクセス等航空サービス高度化推進事業の創設

利用者の視点に立ち、空港内の移動や空港へのアクセス等を改善し、
総合的に航空輸送サービスの向上を図る。

空港利用者の利便性の向上

ヘルプカーのイメージヘルプカーのイメージ

手荷物

旅客

オペレーター＆案内係

旅客

ヘルプカーのイメージヘルプカーのイメージ

手荷物

旅客

オペレーター＆案内係

旅客

ヘルプカーのイメージヘルプカーのイメージ

手荷物

旅客

オペレーター＆案内係

旅客

ヘルプカーの導入調査

空港内での高
齢者等の移動
を支援するヘ
ルプカーの導
入調査を実施
する。

　　　　 国際旅客の利便性の向上

税関検査 植物防疫

入国審査

国際線施設の拡充等

一般空港に
おけるCIQを
含む国際旅
客ターミナル
機能等の向
上のための
調査及び事
業を実施す
る。

　　　　　　空港の運用の高度化

ＩＬＳの高カテゴリー化

低視程時にお
いても安全な
進入・着陸を
可能とするILS
の高カテゴリー
化を推進し、
就航率の向上
を図る。

高カテゴリーILSの場合

通常のILSの場合

低視程

大事な約束に
間に合わない

よかった。遅れず
にすみそうだ

重
点
戦
略
を
策
定
し
、
ハ
ー
ド
・

ソ
フ
ト
を
組
み
合
わ
せ
た
事
業

等
を
推
進

　　　　空港アクセスの改善
アクセス鉄道の整備

鉄道による空港へのア
クセスは、定時性等に
優れており、空港利用
者の利便性を大きく向
上させることから、空港
へ連絡するアクセス鉄
道の整備を推進し、航
空サービスの高度化を
図る。

アクセス鉄道整備の完成予想図（仙台空港）

空港利用者利便の向上
22
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航空輸送（国際・内）による
交易がもたらす付加価値

約９．６兆円

交通アクセス
消費額

約０．４兆円

国内旅行、外国
人旅客の消費額
（宿泊費等）

約２．５兆円

国際・国内旅客のビジネス活動
により生み出される付加価値

約１０兆円

航空運送事業（旅客輸
送、貨物輸送）・航空
機製造業の売上げ

約３．７兆円

空港関連産業（空港内の土産店、
燃料供給業者等）の売上げ

約１．０兆円

国内生産額への寄与：約５７兆円
（国内生産額総計約９６３兆円の約６％）

合計（直接分）

約２７兆円

直接分から他の様々な産業へ波及して生じる生産額

　波及分：約３０兆円

23 我が国の航空サービスがもたらす総体的な経済効果（試算）
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※国民経済統計年報(内閣府)による。
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大手航空３社の決算

単位：億円

平成13
年度

平成13
年度

平成13
年度

営業収入 12,339 　　　　　　　　 11,695 9,405 (＋2.8%) 9,150 3,381 (▲6.2%) 3,606

国内旅客 2,769 (▲1.4%)

利用者 ＋2.8%
座キロ ＋0.9%
人キロ ＋3.0%
利用率 ＋1.3P
イールド ▲6.6%

2,809 5,730 (▲2.3%)

利用者 ＋3.3%
座キロ ＋3.3%
人キロ ＋4.3%
利用率 ＋0.7P
イールド ▲8.4%

5,867 2,915 (▲5.2%)

利用者 ▲1.4%
座キロ ▲0.6%
人キロ ▲1.6%
利用率 ▲0.6P
イールド ▲5.9%

3,075

国際旅客 6,142 (＋7.0%)

利用者 ＋7.1%
座キロ ＋5.9%
人キロ ＋6.2%
利用率 ＋0.2P
イールド ＋0.8%

5,740 1,818 (＋8.0%)

利用者 ＋7.8%
座キロ ▲4.6%
人キロ ＋4.2%
利用率 ＋6.1P
イールド ＋4.2%

1,684 161 (▲18.3%)

利用者 ▲19.5%
座キロ ＋7.4%
人キロ ▲6.4%
利用率 ▲9.3P
イールド ▲13.0%

197

営業費用 12,331 (＋4.0%) 11,859 9,488 (＋5.8%) 8,966 3,405 (▲2.8%) 3,503

航空燃油費 1,471 (▲2.3%) 1,505 865 (▲4.9%) 910 338 (▲4.8%) 355

8 (－) ▲ 164 ▲ 83 (－) 184 ▲ 24 (－) 103

76 (－) ▲ 252 ▲ 118 (－) ▲ 192 ▲ 22 (－) ▲ 74

84 (－) ▲ 415 ▲ 201 (－) ▲ 7 ▲ 46 (－) 29

187 (－) ▲ 349 ▲ 170 (－) ▲ 129 ▲ 47 (－) 5

209 (＋1990.0%) 10 ▲ 686 (－) ▲ 525 ▲ 47 (－) ▲ 152

(注) (　　)内は、対前年同期比

当期未処分利益

営業損益

営業外損益

経常損益

当期純利益

ＪＡＬ ＡＮＡ ＪＡＳ

平成14年度 平成14年度 平成14年度

大手３社の決算
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新規航空３社の決算

ＳＮＡ

平成13
年度

平成13
年度

平成14年度

営業収入 114 (▲5.0%) 120 154 (＋14.1%) 135 39

国内旅客 109 (▲6.0%)

利用者 ▲13.0%
座キロ ▲4.5%
人キロ ▲13.0%
利用率 ▲6.4P
イールド ▲1.0%

116 150 (＋16.3%)

利用者 ＋20.6%
座キロ ＋24.6%
人キロ ＋22.1%
利用率 ▲1.3P
イールド ▲5.0%

129 38

国際旅客 － －

営業費用 123 (▲15.2%) 145 165 (＋15.4%) 143 64

航空燃油費 10 (＋0.0%) 10 16 (＋23.1%) 13 6

▲ 10 (－) ▲ 26 ▲ 11 (－) ▲ 8 ▲ 25

▲ 7 (－) ▲ 4 0 (－) ▲ 1 ▲ 1

▲ 16 (－) ▲ 29 ▲ 11 (－) ▲ 9 ▲ 26

13 (－) ▲ 8 ▲ 11 (－) ▲ 10 ▲ 19

▲ 63 (▲16.0%) ▲ 75 ▲ 112 (－) ▲ 101 ▲ 31

(注) (　　)内は、対前年同期比

ＳＫＹは平成１４年度１０月期決算参照

ＳＮＡは、平成１４年８月１日就航

－ －

ＡＤＯ ＳＫＹ

平成14年度 平成14年度

当期未処分利益

営業損益

営業外損益

経常損益

当期純利益

新規航空会社３社の決算
26



Ｂ７４７－４００

(449～569座席)

Ｂ７７７－２００

(234～382座席)

Ｂ７６７－３００

(214～288座席)

Ａ３２０－２００

(166座席)

ＤＨＣ８－４００

(78座席)

ＹＳ１１

(64座席)

ＣＲＪ－２００

(50座席)

SAAB３４０B

(36座席)

航空機材の比較
27
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4,000

6,000

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14

5,949万人
（１７０）　　

（年度）

50

75

100

125

150

175

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13

国内定期便旅客数の推移 羽田空港における国内線旅客数

機関別輸送人員の推移（Ｈ１＝１００）

100

（年度）

（万人）

（万人）

乗用車等　123

全機関　　112　　

鉄道　　　102

バス　　　 76

旅客船　　 70

（年度）

4,302万人
（１２３）　　

3,496万人
（１００）　　

９,６６６万人
（１６１）　　

７,８１０万人
（１３０）　　

６,０１２万人
（１００）　　　

現下の厳しい経済状況の中、

他の交通機関に比べて、

国内航空は格段に増加。

国内航空

１５８

※ （　）内は指数 ※ （　）内は指数

※ 航空及び旅客船の輸送量は定期・不定期計である。

規制緩和後の国内旅客数の推移
28



羽
田
枠
等

羽
田
枠
等

　
離島については、規制緩和の直前のＨ１１．４に総合的対策を実施。ローカル線一般については、規制
緩和の後は着陸料と発着枠による対応が中心。

コミューター
機に対する
開銀融資

総合的対策

規制緩和の前 規制緩和の後

固定資産税
の軽減

機体購入費
補助（４５％）

着陸料の軽減
（１／２）

航空機燃料税の軽減
（３／４）

税税

Ｈ１２．２
規制緩和

ロ
ー
カ
ル
線
一
般

着
陸
料

着
陸
料

補
助
補
助

税税

着
陸
料

着
陸
料

Ｓ２９．４Ｓ２９．４

Ｓ５４．４Ｓ５４．４

Ｓ４７．４Ｓ４７．４

Ｓ６３．４Ｓ６３．４

Ｈ１１．４Ｈ１１．４

Ｈ１１．４Ｈ１１．４

Ｈ１５．７Ｈ１５．７Ｈ１４．１０Ｈ１４．１０

着陸料の軽減
措置を見直し
の上、１年延長
（１／２～９／１０）

地方路線に係る
羽田空港の着陸
料の軽減（２／３）

Ｈ１３．４Ｈ１３．４ Ｈ１５．４Ｈ１５．４
２種Ａ、共用空港
の着陸料の軽減
（２／３）

Ｈ１１．４Ｈ１１．４

現在の姿に
（当初３年間
２／３）

Ｓ５６．４Ｓ５６．４

運航費補助（１／２）
Ｈ１１．４Ｈ１１．４

ジェット機に係る着陸
料の軽減を拡大

離

島

一

般

・既存会社が暫定使用
する際は幹線以外の便
数格差路線に使用

・既存会社が暫定使用する場
合は便数格差路線又はロー
カル路線の増便に使用

Ｈ１２．７Ｈ１２．７

新Ｂ滑走路共用に伴う増枠
　　　　　　　５７便

ＪＪ統合に伴う返還
　　　　１２便

滑走路占有時間の短縮
に伴う増枠　　１４便

固定資産税の軽減
（最初３年間１／３、
次の３年間２／３）

Ｓ５２．４Ｓ５２．４

固定資産税の軽減範
囲を拡充

Ｈ１１．４Ｈ１１．４

羽田空港発着枠羽田空港発着枠
の配分策の配分策

Ｈ９．７Ｈ９．７

新Ｃ滑走路共用に伴う増枠
　　　　　　　４０便

・既存会社が暫定使用する際は幹
線以外に使用
・既存会社への配分に地方ﾈｯﾄﾜ ｰ

ｸ貢献等を評価する視点を導入

29 地方路線維持策



Ｈ９．７
新Ｃ滑走路

供用

新規航空会
社の優遇

新空港等
の優先

既存航空
会社への
配分

１便路線(稚内等)及
び新空港路線(佐賀、
大館能代)へ配分

路線と切り離した
配分を実施し、少
便数会社を優遇

ＳＫＹ・
ＡＤＯの参入

Ｈ１２．７
新Ｂ滑走路

供用

Ｈ１４．１０
ＪＪ統合に伴

う返還

競争促進枠　　　　

Ｈ１５．７
滑走路占有
時間の短縮

新規優遇枠　　　

Ｈ１４．４
中華航空
成田移転

新空港路線(能登、
新紋別)へ配分

Ｈ１２．２
規制緩和

Ｈ１４．１０
ＪＪ統合

４０便４０便 ５７便５７便 １２便１２便 １４便１４便４便４便

６

２８

１５

６

４

４０

２

１２ １０

国際チャーター　　　４

需要の集中する羽田がボトルネック。

羽田空港の発着枠は、新規航空会社に対する配分をより重視し、競争促進。

羽田空港発着枠の配分30

合計

127127便便

47

８

68

４

現在の枠の使用状況

ＪＡＬ
(189.5)

ＡＮＡ
(165.5)

ＳＫＹ(14)

ＡＤＯ(10)
ＳＮＡ(12)

平成１７年２月に再配分平成１７年２月に再配分

(平成15年10月1日現在)

合計
391

政策枠

自由枠

特定路線枠

地方ネットワーク
への貢献等を評
価する視点を導入

航空会社評価枠

新規会社枠 新規会社枠 新規会社枠

新規会社に優先配分。
残りは暫定的に既存各
社に配分。



着陸料見直しの主な経緯 平成１５年度着陸料について

１．平成11年４月

　　２種Ａ・共用空港における着陸料を２／３に引き下げ

　　　・需給調整規制の撤廃に際しての航空ネットワークの
　　　　維持・拡充

　　 （約１８０億円の軽減）

２．平成13年４月　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　羽田空港における地方路線の着陸料を２／３に引き下げ
　　 （１．と併せ、平成１４年度限り）
　　 （１．と併せ、約２８０億円の軽減）

３．平成15年４月

　　着陸料軽減措置を政策効果に即したメリハリをつけ延長
　　 （平成１５年度限り）
　　 （約２３０億円の軽減）

４．平成15年８月

　　平成１５年度と同様の軽減措置を継続することを前提と
　　した歳入見積りで、平成１６年度概算要求

○ 伊丹空港における着陸料の適正化

○ ネットワークの維持・拡充等のための軽減措置

着陸料軽減措置の体系

出

発

１　　種
（羽田・関空・成田・伊丹）

幹線
（新千歳・福岡）

非幹線

２種Ｂ・３種

２種Ａ
・

共用

伊丹

７／１０４／３

軽減 なし

9/10
3/4
7/10
1/2

※　羽田空港の深夜早朝路線については、羽田空港に朝(午前８時２９分以前)に到着する便の羽田空港の着陸料　
　　 及び羽田空港を夜(午後８時３０分以降)に出発する便の国管理の相手空港の着陸料を１/２に軽減している。

※　沖縄特例及び離島特例の対象路線については、平成９年７月１日から平成１９年３月３１日まで着陸料を１/６に
　　 軽減している。

路　　　　　　　　　　　線 軽減率

小松、広島、高松、松山、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島

釧路、函館、三沢、米子、高知、徳島、北九州

旭川、帯広、女満別、青森、秋田、庄内、富山、岡山、鳥取、出雲、山口宇部

上記以外の空港(１種空港、新千歳、福岡、那覇及び離島を除く。) 

９／１０

３／４

７／１０

１／２

到　　　　着

１　　種

羽田
２種Ａ ・ 共用

国内空港の着陸料31



税　 制 財 　投

■国　税

■国際協力銀行

　融資制度

○コミューター航空機　
　政策金利Ⅱ､Ⅲ　 融資比率５０％

○空港関連施設　
　政策金利Ⅰ､Ⅱ､Ⅲ　融資比率４０、
　５０％

■日本政策投資銀行

　保証制度

○航空機　
　　導入価格の８０％を保証

　＊平成１３年度までは、　
　　導入価格の５０％を融資

法人税

関　 税

航空機燃料税

○航空機の特別償却(16.3.31まで)
　　最大離陸重量140トン以上　８％
　　同130トン以上140トン未満　５％

　（２６億円）

○国際線
　　非課税（ － ）

○沖縄路線(19.3.31まで)
　　１／２に軽減（７４億円）

（羽田－沖縄３離島も16.3.31まで

　　１／２）（２億円）

○特定離島路線(17.3.31まで)
　　３／４に軽減（８億円）

○航空機の部分品等(17.3.31まで)
　 免除（ － ）

地価税
○飛行場・格納庫・航空貨物取扱施設　
　 非課税（ － ）

■地方税

固定資産税

○国際線航空機
　 就航時間割合で１／５～１／１０に軽減

　（７０億円）

○国内線航空機(16.3.31まで)
　 最初の３年間　２／３に軽減（８億円）

○離島路線航空機
　 最大離陸重量70トン未満（20トン以下）
　　 最初の３年間 １／３（１／４）、
　 次の３年間　２／３（１／２）に軽減

　（０．４億円）

事業所税

○国際線用航空施設
　 非課税（ － ）

○国内線用航空施設
　 １／２に軽減（３．５億円）

軽油引取税

○一定の空港内専用特殊車両
　 非課税（ － ）

（　）内は減税見込み額。
※　空港に係る固定資産税については、国が国定資産税の1/2見合いの市町村交付金７９億

円、空港公団が７０億円、関空会社が８３億円納付。

航空関係の税制措置・財投制度の概要
32


